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平成２６年度　事務事業評価シート

事務事業名 高齢者生活支援ホームヘルプサービス 所
管

福祉部

年度

年度

事
務
事
業
の
概
要

行政計画

平成

高齢福祉課

長期総合
計画体系

 [基本目標]

[事業開始]

計画事業名
事業の開始・終了年度

要綱

なし

22

２５年度

　

日常生活を営むのに支障があるが、介護認定で「非該当」と判定された高齢者に生活支援ヘルパーを派遣し、高齢者が地
域の中で安心して生活を営むことができるよう支援する。また支援を通じて介護予防を進め、要介護者の増加を防止する。

(回）ヘルパー派遣

21

168

事業目的

根拠法令等

事業対象

委託内容

事業内容

委託の有無

補助金の有無

活動指標

台東区高齢者生活支援ホームヘルプ事業運営要綱

生活支援ホームヘルパーの派遣　

[終了予定]

全部委託

事業NO.

 [小　　柱]

〔法令等名〕

生活支援ホームヘルパーを派遣し、掃除、洗濯、買物、通院付添いなどを支援する。サービスを提供する際は、利用者がで
きることは利用者自身が行うことを基本とし、困難な部分をヘルパーが支援することで生活機能の維持・向上につなげる。

　・派遣時間　週２回　１．５時間（９０分）以内まで　１回４５分以内
　・利用者の費用負担　所得に応じ１割の自己負担

（人）

 [施　　策]

要介護認定で「非該当」の６５歳以上の単身又は高齢者世帯で、家事援助が必要と認められる者

２４年度２３年度
目標値

（２７年度）

300

25

169

22

216

なし

拡大
改善
維持
縮小
廃止・終了

今後の方向性

あらかじめ８社のヘルパー派遣事業者と年度契約しており、申請から派遣までを効率よく行っている。効率性

3

手段の適切性

前年度から
改善した事項

　一般財源（区負担額） 3,213 3,112 4,935

3
評
価
の
視
点

評価 評価の理由

高齢者が在宅で自立した生活を継続できるよう支援する事業であり必要性は高い。

維持

評
価
結
果

利用者数は増加しているが、介護認定を受けて廃止になる利用者も多い。

3 介護保険で非該当になった対象者に対する事業であり、要介護状態になることを防ぐ意味で適切に実施して
いる。

[評価の理由]（区民生活への影響を十分考慮すること）

介護保険の認定で非該当と要支援の狭間にいる対象者に対する事業であり、介護予防の観
点から必要な事業のため、継続して事業を行う必要がある。

本事業の案内について、各地域包括支援センターへの周知に努めた。

目的達成度 2

必要性

1,619

2,494 3,657

0

3,327 5,276

　人にかかるコスト（人件費など）

　物にかかるコスト（物件費・維持補修費）

　その他のコスト（扶助費・補助費など）

　総経費

財源項目

(単位：千円)

341

0 0

215

2,493 3,656

事
務
事
業
の
実
績

種　別 (単位)

成果指標

事務事業コスト

(単位：千円)

利用者数

指標の名称

833

0

3,448

　決算額　　(単位：千円) 2,703

　受益者負担額（使用料・手数料・負担金など）

　その他特定財源（国や都の支出金・財産収入など）

744

2,704

0

235

0


